
1. はじめに 

1-1 研究背景，問題意識 

 地方中小都市は人口世帯数減少・少子高齢化の進行

により，至る所で空き家が散見される．平成 25 年住

宅・土地統計調査では全国の空き家数は約 820万戸で，

5 年前に比べ約 63 万戸（8.3％）増加している．特に

高度成長期以降に開発された郊外戸建住宅地は，建設

後 30〜40年以上経過し，多くの住宅は更新・改修され

ず老朽化している．その多くは持ち家であることから，

居住者が入れ替わらず高齢化・世帯分離のため，空き

家が増加している． 

 空き家問題には，不審者の侵入による火災や犯罪の

恐れなどがあり，防災・衛生・防犯・景観など多くの

面から住民生活に大きな影響をもたらしている．その

ため，空き家の適正管理が求められている． 

 こういった問題解決のために，平成 25 年空き家対

策特別措置法が施行された．市町村による空き家の所

在や所有者を把握するための調査，空き家への立入調

査，所有者への指導が可能になった．一方，市町村に

よる調査は，空き家が急増するために作業量が膨大と

なり，国土交通省は空き家調査の手引きを作成し指導

している．データ・情報提供による空き家候補の抽出，

現地調査による空き家の特定である． 

 今後，数多の空き家が発生すると考えられる戸建住

宅地は，まちづくりにおける課題を整理することが重

要である．そこで本研究は，ケーススタディとして過

疎化高齢化が進行する釧路圏都市計画区域において，

空き家が多く発生している住宅地を推定することを目

的としている．これは，空き家対策を重点的に進める

地域選定と，空き家を増加させないためのまちづくり

計画を推進する上で有効と考えた． 

1-2 研究方法 

 以下の手順で研究を進める． 

(1)国勢調査小地域を基区単位として，用途地域におけ

る住居系面積が 50％以上の小地域を対象とする． 

(2)研究開始時に最新であった平成 22年国勢調査小地

域のデータから空き家発生に関わると考えた 6 指標

（以下 6指標）を選定し，それぞれのデータについて

分析をする． 

(3)続いて，平成 22 年国勢調査小地域のデータから 6

指標で主成分分析を行う． 

(4)主成分分析の結果をもとに，階層クラスター分析し，

地域の類型化を試行する．これによって空き家数多地

区を推定する． 

(5)類型化したタイプ別に，施設立地，交通条件，開発

時期に関して考察する． 

(6)推定に関する検証として，タイプ別に抽出した 45

小地域について現地調査を行い，空き家の所在を確認
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する． 

(7) 45小地域について空き家率・空き家密度を算出し，

類型別の空き家発生に差があるか検証する．差がみら

れない場合は，重回帰分析による予測方法に変更する． 

(8)最終的に空き家調査によって得られたデータから

空き家数多地区を推定するマップを作成する．このマ

ップをもとに空き家がどのような特性をもつ地域に発

生しているのか探る． 

 

2. 釧路市の概要 

 釧路市都市計画マスタープランの地区区分に基づい

て 9 地域（図 1）に分類した．釧路市全体と 9 地域の

人口変動を図 2に示す．昭和 60年代以降，市全体で減

少傾向に転じるが増加傾向の地区もみられる．また，

東部全体，中部南地域の減少は著しい． 

 国勢調査小地域区分による分析は，調査開始時最新

であった平成 22 年国勢調査を用いた．この小地域デ

ータの中から 6指標を選定し，フリーウエアの地理情

報システム QGISを利用し地図化した．6指標は持ち家

率，一戸建て率，65歳以上高齢化率，65歳以上単独世

帯率，非就業者世帯率，非労働力率である．平成 12年

〜22 年の人口変動を含めて 6 指標地図を図 3～9 に示

す．対象地域の特性の考察結果は略する． 

図 1 地域区分図（全 9地域） 

図 2 釧路市全体と地区別の人口変動 

図 3 人口変動率（平成 12-22年） 

図 4 高齢化率（65歳以上） 

図 5 非就業者世帯率 

図 6 非労働力率 
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3. 主成分分析 

 6指標について，GISを利用し分析したが，個々の指

標分析だけでは空き家発生を推定できないため，主成

分分析を行った．主成分分析表を表 1，表 2 に示す．

固有値 1以上は第 1主成分，第 2主成分の 2つであり，

累積寄与率は 85％となった．第 1主成分は「高齢者の

生活状況」，第 2主成分は「住宅状況」と判断した． 

 

4. クラスター分析 

主成分分析の結果を基にクラスター分析し，デンド

ログラムから 4 区分した(図 10)．以下の特性を示す． 

タイプ 1 ： 高齢者の生活状況は低位〜中位， 

住宅状況は中位〜高位 

タイプ 2 ： 高齢者の生活状況は低位〜中位 

住宅状況は低位 

タイプ 3 ： 高齢者の生活状況は中位〜高位 

住宅状況は高位 

タイプ 4 ： 高齢者の生活状況は高位 

住宅状況は極めて低位〜中位 

高齢者の生活状況の「低位」とは高齢者が多く一人暮らしが

多いことを示し，「高位」は高齢者が少ないことを示す．ま

た住宅状況の「低位」とは公営住宅や借家などの割合が高い

ことを示し，「高位」は一戸建て・持ち家が多いことを示す． 

図 7 65歳以上単独世帯率 

図 8 一戸建て率 
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図 11 クラスター分析結果 

 

図 10 デンドログラム 
(Ward法と平方ユークリッド距離使用) 

 

図 9 持ち家率 

表 1 各主成分の重要性 
第１主成分 第２主成分 第３主成分 第４主成分 第５主成分 第６主成分

標準偏差 1.756086496 1.428062522 0.642052657 0.494259637 0.416488825 0.216357354
寄与率 0.513973297 0.339893761 0.068705269 0.040715432 0.02891049 0.007801751

累積寄与率 0.513973297 0.853867058 0.922572327 0.963287759 0.992198249 1

表 2 ローディング 
第１主成分 第２主成分 第３主成分 第４主成分 第５主成分 第６主成分

一戸建率 0.069280966 0.681515469 0.163783302 -0.129944961 0.007845489 -0.697828488
持ち家率 0.083536322 0.680438474 0.153959979 0.013868991 0.077038296 0.707244119

高齢化率（65歳以上） -0.490502078 0.208957588 -0.305585783 0.565527047 -0.549332624 -0.027831553
65歳以上単独世帯率 -0.483391432 -0.102474438 0.703989051 0.352453265 0.366115176 -0.044356547
非就業者世帯率 -0.517410004 -0.028372134 0.216042815 -0.712986962 -0.408038287 0.099808616
非労働力率 -0.496234978 0.132555222 -0.560190684 -0.174720937 0.625860729 -0.011717486
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図 11 に示すプロット結果を，タイプごとに地図化

した（図 12）． 

最も空き家が多い地域だと考えられるタイプ 1は東

部地域に多くみられる．中部地域はタイプ 2の地域が

多い．高齢者が多いが，一戸建てが少ない地域である．

釧路町地域はタイプ 3,4が過半数を占めており，空き

家が少ないことが予想される． 

 

5. 空き家調査 

クラスター分析において類型化された 4タイプの小

地域に関してどの程度空き家が存在するのか調査する． 

5-1 調査概要 

平成 28年 5月から 9月まで延べ 21日間調査した．

本調査における「空き家」の定義は以下の通りとした． 

・建築物の所有者が長期間居住または使用せず，放置

状態にあると判断したもの． 

・登記等の住宅情報については考慮せず，現地調査か

ら得られた情報によって空き家と判断する． 

・建築物は共同住宅，ビルの空室や長屋等を除く一戸

建て住宅を対象とする． 

5-2 調査方法 

以下の手順で調査を実施した． 

(1) 対象地域の地図を用意する．（ゼンリン電子地図

「デジタウン」平成 27年 8月発行） 

(2) 地図上で名前の記載が無いものを空き家と予測し，

印をつける． 

(3) 調査地域へ行き，自転車または徒歩で空き家とな

る一戸建てを探す．この際，あらかじめ空き家と予測

した個所を注意深く調査する． 

(4) 実際の結果を地図上に書き込む．地図上にないが

現地では一戸建てがある場合はそれも記入する． 

(5) 調査が終了次第地図上の全一戸建てと空き家を数

える． 

(6) 全一戸建て数と空き家数を用いて空き家率，空き

家密度等必要と思われる指標を算出する． 

5-3 調査地域選定 

主成分分析で使用した 287小地域をクラスター分析

で 4 区分した．その 4 区分から層化抽出した 45 小地

域を調査対象地域とした． 

5-4 調査結果 

 空き家調査を実施し，空き家率と空き家密度を算出

した．図 13，14に度数分布図を示す．空き家率は 7.5%

以下が 3分の 2を占める．20％を超える値は極めて少

ない．空き家密度は右肩下がりで，空き家密度が 1戸

/ha未満の地域が 3分の 2を占める． 

 図 15，16の箱ひげ図をもとに，主成分分析とクラス

ター分析による推定の検証を行った．空き家率・空き

家密度共通してタイプ 1,2,3には有意な差がみられず，

6 指標による主成分分析では，空き家の推定が困難で

あると判断した．  

5-5 空き家率の現況 

45 小地域の調査結果より，空き家率を地図化した

（図 17）．中部北・西部北地域は空き家率が 5％以下

の地域のみである．東部地域は空き家率が 10%を超え

た地域が半数の 8地域あり，その中でも東部東地域は

調査した全地域が 8%以上となり，空き家の多い地域と

いえる． 

5-6 空き家密度の現況 

5-5と同様に，空き家密度を地図化した（図 18）．

東部地域は空き家密度も空き家率と同様に高い地域が

多い．空き家密度が 1 戸/ha を超えた地域が 6 地域あ

図 12 クラスター分析の分布 

図 13  空き家率の度数分布図 

図 14 空き家密度の度数分布図 

空き家密度 戸/ha 



り，中部・西部・釧路町地域と比較しても多く，数値

も高いことがわかる． 

 

6. 重回帰分析による空き家予測 

6-1 重回帰分析の説明変数 

 45地区の空き家数を把握したことで，さまざま指標

（説明変数）から空き家率，空き家密度（目的変数）

を予測することができないかと考え，重回帰分析を行

うことにした．説明変数は以下の 10指標を用意した． 

 駅までの距離（m），高低差(m)，スーパーまでの距離（m） 

 開発時期，非労働力率，世帯密度（世帯／ha） 

 世帯増減率(H12-22)，65歳以上単独世帯増減数(H12-H22) 

 65歳以上高齢者増減率(H12-H22)，65歳以上高齢化率(H22) 

 これら説明変数について相関分析により相関係数を

求め多重共線性に留意して指標の選定をした．統計分

析ソフト Rを使用し，ステップワイズによって変数を

選択した． 

なお説明変数の開発時期データ取得には国土地理院

地図・空中写真閲覧サービスを使用した．撮影時期

1947年・1961年・1987年・2000年をそれぞれ開発時

期 1〜4とし，各撮影時に，住宅敷地が現在と比較し小

地域面積の 50％以上であった場合，「開発時期」と判

断し，数値化した上で説明変数とした。 

6-2  Rによる分析結果 

(1)空き家率の重回帰分析 

残差の標準誤差: 0.04349 on 36 degrees of freedom 

決定係数 R2: 0.6053自由度調整済み決定係数 R*2: 0.5175 

F統計量 : 6.9 on 8 and 36 DF F統計量に対する p値: 1.77E-05 

(2)空き家密度の重回帰分析 

残差の標準誤差: 0.7585 on 35 degrees of freedom 

決定係数 R2: 0.7423自由度調整済み決定係数 R*2: 0.6761 

F統計量: 11.2 on 9 and 35 DF F統計量に対する p値: 5.45E-08 

図 15 箱ひげ図（45小地域の空き家率） 

図 16 箱ひげ図（45小地域の空き家密度） 

図 17 空き家調査結果 （空き家率） 

図 18 空き家調査結果（空き家密度） 
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6-3 重回帰式に基づく空き家率予測 

 45 小地域の空き家調査から得られた重回帰式を用

いて，287小地域の数値データから空き家率を算出し，

その結果を GISによって地図化した（図 19）．空き家

率が高い地域は，西部北・中部南・東部南・東部東地

域となり，2.5％を超える地域が過半数となっている．

東部南・東部東地域では 10％を超える地域もみられ，

現在釧路圏で空き家の多い地域であると予想される． 

6-4 重回帰式に基づく空き家密度予測 

 6－3と同様に，287小地域の数値データから空き家

密度を算出し，その結果を GISによって地図化した（図

20）．空き家率の予測と同様に東部南・東部東地域が

全域で非常に高い数値となった．東部南・東部東地域

では 1 戸/ha を超える地域が非常に多い．この地域は

開発時期が古いため，空き家発生に深く関わりがある

と考えられる． 

 

7. まとめ 

 空き家の発生要因は様々あるといわれるが，本研究

は社会的条件と立地的条件に絞り，空き家が数多存在

する地域を簡便な方法で予測することを目的として研

究を進めた． 

 まず単年の国勢調査で得た 6指標を用いた主成分分

析は，空き家の推定を行うには信頼性に欠けることが

わかった．その要因としては，単年の国勢調査データ

のみを分析に用いたことが挙げられる．社会的変動を

加味していない主成分分析では推定は困難であった． 

 ついで空き家調査結果をもとに，重回帰分析による

空き家数多地区の予測を試みることにした．この分析

では H12年国勢調査データを加え，社会的変動を考慮

に入れた指標を採用した．また駅までの距離，開発時

期など新たな指標を追加することにより，決定係数を

高くすることができた．空き家率と空き家密度の決定

係数を比較すると，空き家密度が高く精度が少しよい．

この重回帰式をもとに空き家率・密度予測マップを作

成し分析を行った． 

 重回帰分析は，空き家率，空き家密度どちらにも共

通して，駅までの距離，開発時期，65歳以上高齢化率，

非労働力率が重要な指標であることが明らかとなった． 

 非労働力率は 15 歳以上人口に占める非労働力人口

であるため，生徒・学生や高齢者が含まれる．重回帰

式の 65 歳以上高齢化率は空き家を増加させる変数で

あるが，非労働力率は空き家を減少させる変数である．

高齢化は避けられない状況であるため，空き家を増加

させないためには，非労働力の学生人口を減少させな

いことが重要である．よって，学校の立地，統廃合，

学校までの交通条件等を考慮することが，空き家の増

加を食い止める施策のひとつになると思われる． 

 駅までの距離という指標に関しては，駅という交通

拠点が遠ければ，空き家が増加する可能性が高くなる

ことを意味している．交通拠点には利便施設も多く，

地域の核でもある．多数の核をつくることが，空き家

の増加を防ぐことになると考える．なお，多数の都市

で検討されている立地適正化計画の都市機能誘導区域

は，空き家抑制の鍵になるかもしれない． 

本研究に用いた基本統計資料は，H22 年国勢調査で

ある．直近の 27年データを用いた場合，重回帰分析の

予測にどのような変化があるか再検討したい． 
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図 19 重回帰式に基づく空き家率予測マップ 

図 20 重回帰式に基づく空き家密度予測マップ 


